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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第６期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．第６期中の中間純損失の発生は、固定資産の減損に伴う減損損失の計上によるものであります。 

４．第６期中の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」につきましては、潜在株式は存在するものの１株当た

り中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（千円） ― ― 5,950,127 ― ― 

経常利益（千円） ― ― 865,250 ― ― 

中間（当期）純利益（千円） ― ― △1,162,370 ― ― 

純資産額（千円） ― ― 7,253,232 ― ― 

総資産額（千円） ― ― 10,159,857 ― ― 

１株当たり純資産額（円） ― ― 37,497.00 ― ― 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
― ― △6,009.10 ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） ― ― 71.4 ― ― 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― ― △274,837 ― ― 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― ― △1,932,804 ― ― 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― ― △130,260 ― ― 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
― ― 4,046,392 ― ― 

従業員数(名) 

〔外、平均臨時雇用者数〕 

― 

〔―〕

― 

〔―〕

124 

〔22〕

― 

〔―〕

― 

〔―〕



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第５期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．当社は第４期まで関連会社がありませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載してお

りません。第５期につきましては重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。また、第

６期中より中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

 ４．第６期中より中間連結財務諸表を作成しているため、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間純利

益」、「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」、「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動に

よるキャッシュ・フロー」、「財務活動によるキャッシュ・フロー」および「現金及び現金同等物の中間期

末残高」は記載しておりません。 

５. 第４期の１株当たり配当額1,500円は、記念配当500円を含んでおります。 

６. 第５期の１株当たり配当額1,800円は、特別配当600円を含んでおります。 

７．平成15年８月26日付で普通株式１株を３株の割合で分割いたしました。 

なお、第４期の「１株当たり当期純利益」および「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、当該株式分

割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自 平成15年 
 ４月１日 
至 平成15年 
 ９月30日 

自 平成16年 
 ４月１日 
至 平成16年 
 ９月30日 

自 平成17年 
 ４月１日 
至 平成17年 
 ９月30日 

自 平成15年 
 ４月１日 
至 平成16年 
 ３月31日 

自 平成16年 
 ４月１日 
至 平成17年 
 ３月31日 

売上高（千円） ― 4,715,971 5,463,688 9,961,233 10,136,395 

経常利益（千円） ― 730,104 860,023 1,852,584 1,670,556 

中間（当期）純利益（千円） ― 806,519 △1,101,882 1,050,373 1,837,719 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
― ― ― ― ― 

資本金（千円） ― 1,111,472 1,113,371 1,111,472 1,113,371 

発行済株式総数（株） ― 38,459.66 193,435.00 38,459.66 193,435.00 

純資産額（千円） ― 8,403,307 7,313,720 6,778,801 8,774,646 

総資産額（千円） ― 11,963,167 10,093,442 9,664,838 12,547,841 

１株当たり純資産額（円） ― 218,502.28 ― 174,961.87 45,083.08 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
― 20,971.07 ― 27,592.69 9,257.72 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
― 20,847.75 ― 27,269.28 9,221.98 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
― 1,500.00 300.00 1,500.00 1,800.00 

自己資本比率（％） ― 70.2 72.5 70.1 69.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― 476,100 ― 1,044,990 967,372 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― 202,201 ― △184,680 783,561 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― △57,688 ― 1,329,194 △122,029 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
― 5,376,004 ― 4,755,391 6,384,295 

従業員数（名） 

〔外、平均臨時雇用者数〕 

― 

〔―〕

95 

〔７〕

107 

〔７〕

82 

〔７〕

94 

〔７〕



８．平成16年11月15日付で普通株式１株を５株の割合で分割いたしました。 

なお、第５期の「１株当たり当期純利益」および「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、当該株式分

割が期首に行われたものとして計算しております。 



２【事業の内容】 

 当社グループの企業集団の状況は、当社、子会社１社（連結子会社）および関連会社３社により構成されており、

携帯電話機およびＰＨＳ（以下「携帯電話機等」という。）向けにコンテンツを配信する「モバイルコンテンツ事

業」と、ＰＣ・携帯電話機等による各種キャラクター玩具・ＤＶＤ等の通信販売、新規携帯電話機等向け技術開発・

提案等を含む「その他事業」を主たる業務としております。また、子会社㈱ＶＩＢＥは主に音楽関連コンテンツの提

供を携帯電話機向けに行っております。 

当社グループの事業内容および系統図は、次のとおりであります。 

（関連会社３社は重要性に乏しいため、事業内容および系統図の記載を省略しております。）  

事業部門 事業内容 内容 

モバイルコンテンツ 

各移動体通信事業者を通じ提供する待受画

面、ゲーム、着信メロディ等のコンテンツ

の配信 

待受画面、ゲーム、着信メロディ、メール、占

い、ツール・コミュニケーションサービス等 

その他 

ソリューション 
事業者向け技術ライセンスおよびインプリ

メントソフトの販売等 

各種事業者向け新規技術ライセンス、各種事業

者向けインプリメントソフト販売等 

通販 
ＰＣ・携帯電話機等によるキャラクター商

品を中心とした通信販売 

各種キャラクター玩具、プラモデル、フィギュ

ア、ゲームソフト、ＤＶＤ、書籍、文具、衣料

品、食器・陶器、時計等 

ＷＥＢ 
ＷＥＢ制作受託業務およびＰＣ向け各種コ

ンテンツの配信 

ＷＥＢサイト制作受託、インターネット対戦ゲ

ーム等 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 （注）１.議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

 ２.有価証券報告書提出会社であります。 

 ３.連結子会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 ４.当社の親会社である㈱バンダイは平成17年９月29日付で㈱ナムコと共同株式移転により、両社の完全親会社

となる㈱バンダイナムコホールディングスを設立しております。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．従業員数欄の〔 〕書きは外数で、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

３．「全社（共通）」の人員数は、当社の管理部門等の人員数であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．従業員数欄の〔 〕書きは外数で、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

３．臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

(3)労働組合の状況 

当社および連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有
割合又は 
被所有割合
（％） 

関係内容 

 （親会社） 

 株式会社バンダイナムコ 

 ホールディングス  

（注）１．２ 

 東京都港区 10,000 子会社の経営管理 
69.8 

   （69.8）
 当社への経営指導 

 （連結子会社） 

 株式会社ＶＩＢＥ 

（注）３ 

 東京都港区 352 
 モバイルコンテン

ツ事業 
97.8 

 役員の兼任４名 

(うち当社従業員２名) 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

 モバイルコンテンツ事業 52 〔19〕 

 その他事業 42 〔２〕 

 全社（共通） 30 〔１〕 

合計 124 〔22〕 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 107 〔７〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当社グループを取り巻く事業環境といたしましては、第２世代型携帯電話機から第３世代型携帯電話機への買い

替えの堅調な推移等を背景に、携帯電話およびＰＨＳの加入者数は、平成17年９月末時点で9,361万人と、平成16

年９月末時点の8,912万人と比較し5.0％の増加となりました。携帯ＩＰ接続サービス（ＰＨＳを除く）に関しまし

ても、平成17年９月末時点で7,723万人と、平成16年９月末時点の7,232万人と比較し6.8％の増加となる等、緩や

かながらも依然として拡大を続けております。（社団法人電気通信事業者協会調べ、注１） 

 このような状況のなか、当社はキャラクターマーチャンダイジングのノウハウとエンターテイメントプロバイダ

ーのパイオニアとしての強みを積極的に活用し、ゲーム、着信メロディ、待受画面等の様々なモバイルコンテンツ

の充実に努めてまいりました。また、既存の音楽配信サービス事業の基盤拡充、業績拡大を目的として、平成17年

４月１日に各移動体通信事業者向けに音楽関連コンテンツを提供する㈱ＶＩＢＥを子会社化する等の展開をいたし

ました。さらに、「３Ｄエンジン」等の携帯電話機向け新規技術の提供や企業向けソリューション、ＷＥＢ向けコ

ンテンツ等につきましても、業容拡大に向けた施策を行った結果、当中間連結会計期間の売上高は59億50百万円、

経常利益は8億65百万円となりました。また、財務の健全性を維持することを目的として、㈱ＶＩＢＥ株式の「の

れん」相当部分16億10百万円を特別損失として計上した結果、中間純損失は11億62百万円となりました。 

モバイルコンテンツ事業セグメントにおきましては、ゲーム分野において、携帯電話機の高機能化に対応した最

新の技術・機能を駆使した高付加価値コンテンツや、多様化するユーザーニーズに対応した様々なコンテンツを投

入し、積極的な展開を行ってまいりました。中でも、当中間連結会計期間にスタートした㈱バンダイのＰＣ向けオ

ンラインゲーム「ガンダムネットワークオペレーション２」と連携した、高付加価値コンテンツ「ＧＮＯモバイ

ル」や、週刊少年ジャンプにて人気連載中の「ＯＮＥ ＰＩＥＣＥ」の世界観を表現したエンターテイメントコン

テンツ「ＯＮＥ ＰＩＥＣＥモバイルジャック」は、そのキャラクター力、コンテンツ力から高い人気となりまし

た。また、ミニゲームサイト「ＳＩＭＰＬＥ１００シリーズ」や、㈱バンダイの「たまごっち」の携帯電話機向け

コンテンツ「ケータイで発見！！たまごっち」シリーズ、パズルゲームサイト「ズーキーパー」シリーズ等が引き

続き好調に推移し、平成17年９月時点の会員数は148万人（前年同期比34.3％増）となりました。 

 サウンド分野におきましては、コンテンツプロバイダー間の競争激化や「着うた」等の影響により、着信メロデ

ィを主力とする「プラチナメロディ」の会員数は減少傾向にあるものの、ＴＶ番組との連動効果の高い「機動戦士

ガンダム」シリーズの着信ボイス・ムービーコンテンツや、㈱ＶＩＢＥの提供するこだわりの「着メロ」、「着う

た」をラインナップした「Ｈｉ－Ｆｉ ＶＩＢＥ」シリーズ等を中心とした展開を行った結果、平成17年９月時点

の会員数は127万人（前年同期比0.5％増）となりました。 

 キャラクター・総合分野におきましては、カメラ付携帯電話機の普及や、ユーザーの利用環境の多様化による影

響等により会員数は減少傾向にあります。これに対し当社は「ガンダム公式待受」、「ハローキティ待受」、「カ

ワイイキャラＳａｎ－Ｘ」等、人気のあるキャラクターを核とする総合サイトの内容を充実させ、ユーザーにとっ

て魅力あるコンテンツの展開を行ってまいりましたが、平成17年９月時点の会員数は143万人（前年同期比11.0％

減）となりました。 

 モバイルコンテンツ事業セグメント全体としては、キャラクター・総合分野における減少傾向は続いているもの

の、ゲームコンテンツの好調な推移や、サウンド分野における㈱ＶＩＢＥとの連結効果等により、平成17年９月時

点のモバイルコンテンツの有料会員数は419万人（前年同期比5.2％増）となりました。この結果、売上高は44億19

百万円、営業利益は10億31百万円となりました。 

その他事業セグメントにおきましては、ソリューション分野において、携帯電話機上でのアニメーション表現を

可能にする「２Ｄベクターエンジン」や、キャラクターの３Ｄ化を実現した「３Ｄエンジン」を各移動体通信事業

者ならびに携帯電話機メーカーへ引き続き提供し、新規携帯電話機への買い替え需要等に伴い順調に推移いたしま

した。さらに、ａｕのグループコミュニケーションツール「Ｔｅａｍ Ｆａｃｔｏｒｙ」向けのアバターサービス

の提供や、㈱ボーダフォンの対応携帯電話機向けにキャラクターをモチーフとしたメニュー表示を容易にカスタマ

イズできる「カスタムスクリーン」サービスの提供等、モバイルコンテンツに関する企画、技術のノウハウを活か

した企業向けソリューション案件が好調に推移いたしました。 



通販分野におきましては、モバイル通販において、共同購入やオークションの形態によりショッピングを楽しむ

ことのできるサイト「ＡＺショッピング」を㈱ＷＯＷＯＷと共同で展開する等、引き続き市場拡大やユーザーニー

ズに対応したサイトの拡充を図ってまいりました。また、ネット通販サイト「ＬａＬａＢｉｔマーケット」におき

ましては、売上に大きく貢献する商材は不足したものの、第３四半期以降に展開する当サイト限定のキャラクター

オリジナル商品の企画・開発を重点的に行ってまいりました。 

 この結果、その他事業セグメントとしての売上高は15億31百万円、営業利益は15百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん。（以下「(2)キャッシュ・フロー」および「２ 仕入及び販売の状況」においても同じ。） 

  

(注)１．平成16年12月17日付で、社団法人電気通信事業者協会が平成12年４月分～平成16年９月分の携帯電話およびＰＨＳの契約者数を修

正発表しております。     

  ２．平成17年９月時点の会員数は速報値を用いております。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、法人税等の支払や子会社株式の取得による支出等

により40億46百万円となりました。 

                                               

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払11億84百万円等により2億74百万円の支出となりまし

た。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却や貸付金の回収による収入があったものの、投資有

価証券の取得による支出1億12百万円、保証金の差入による支出1億32百万円、子会社株式の取得による支出17億80

百万円等により19億32百万円の支出となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済および配当金の支払により1億30百万円の支出となりまし

た。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．仕入は、当社グループが提供する待受画面、着信メロディやゲーム等のコンテンツ企画・制作にかかる外部

費用および商品仕入高であります。 

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループの主な販売先は一般ユーザーであります。 

３．当社グループの主たる事業であるモバイルコンテンツ事業は、各移動体通信事業者を介して一般ユーザーに

対して行う有料情報サービスの提供であり、各移動体通信事業者が当該情報料の回収代行を行っており、主

な各移動体通信事業者別の情報料の総額は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ＫＤＤＩグループには、ＫＤＤＩ㈱、沖縄セルラー電話㈱、㈱ツーカーセルラー東京、㈱ツー

カーセルラー東海、㈱ツーカーホン関西の５社が含まれます。なお、平成17年10月１日付でＫ

ＤＤＩ㈱は㈱ツーカーセルラー東京、㈱ツーカーセルラー東海、㈱ツーカーホン関西の３社を

吸収合併しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

モバイルコンテンツ事業 1,747,172 

その他事業 1,018,501 

合計 2,765,674 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

モバイルコンテンツ事業 4,419,899 

その他事業 1,531,271 

消去 △1,043 

合計 5,950,127 

相手先 金額（千円） 割合（％） 

㈱ＮＴＴドコモ 2,932,337 49.3 

ＫＤＤＩグループ 757,982 12.7 

ボーダフォン㈱ 649,183 10.9 



３【対処すべき課題】 

急激に成長してきたモバイル・インターネット業界は、今後も引き続き目まぐるしい変化を遂げ、さらなる競争激

化から企業の淘汰・選別が進むことが予想されます。このような環境下において、当社はモバイルコンテンツ事業を

中心に「ネットワークを通じて世界の人々に夢と感動を提供する」ことを実現すべく、以下の事項を課題として認識

し、対応してまいります。 

(1)魅力のあるコンテンツの開発 

携帯電話機は機種の世代交代のスピードが速く、新技術・新機能の搭載も日進月歩で進んでおり、従前のコンテ

ンツを提供するだけではすぐにユーザーに飽きられてしまうものと認識しております。当社ではさらなる人気キャ

ラクターの発掘と既存キャラクターの育成を行うと共に、最新の技術を活用しながら、かつユーザーにとって魅力

のある、そして分かりやすく楽しめるコンテンツの提供を実現できるよう、コンテンツの企画・開発を積極的に行

ってまいります。 

(2)携帯電話機・端末等に応用可能な新技術の開拓と対応 

当社では、「２Ｄベクターエンジン」、「３Ｄエンジン」等の携帯電話機への応用を提案し、各移動体通信事業

者ならびに携帯電話機メーカーに採用されております。当社では、今後も引き続き新技術に関する研究に注力する

とともに、これらを活用したコンテンツ展開による差別化を図ってまいります。 

(3)拡大する電子商取引市場への対応 

電子商取引の市場規模は、平成12年から平成16年の４年間で、8,240億円から約７倍の5兆6,430億円となり、中

でもモバイル通販市場は590億円から約16倍の9,710億円へと急速に拡大してまいりました。（経済産業省他調べ、

[平成12年度・平成16年度電子商取引に関する市場規模・実態調査]） 

 当社では、平成15年３月から平成17年９月までに14社の共同展開パートナー企業とモバイル通販サイトを立ち上

げ、急速に拡大するモバイル通販市場に対応してまいりましたが、今後も当社の持つコンテンツプロバイダーとし

てのノウハウと、パートナー企業の持つ商品企画力を融合させることで、さらなる事業展開を行ってまいります。

(4)海外事業展開への対応 

㈱ＮＴＴドコモによる「iモード」および英国ボーダフォン社による「ボーダフォンライブ！」等の世界展開

や、携帯電話機等の累計加入者数が３億７千万人を超える中国市場等、今後も海外におけるモバイルコンテンツ市

場が拡大することが予想されます。当社としても、市場動向やユーザーニーズに対応した新しい展開を検討してま

いります。 

(5)リスク管理体制・コーポレートガバナンス 

当社では事業の拡大に伴い、人員の増強が不可欠になってきております。今後、内部管理体制の強化と機動的か

つ柔軟な組織体制の両立を目指し、コーポレートガバナンスの強化に取り組んでまいります。また、各種個人情報

の取扱いにつきましても、平成16年４月より「個人情報保護プロジェクト」を発足し、平成17年６月からは「個人

情報保護委員会」として情報漏洩等による被害を発生させることのないよう、管理体制の強化に努めております。



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

(1)研究開発活動の方針  

当社および連結子会社は、最先端の技術を駆使しながら様々なサービスを創造し、ネットワーク事業領域におけ

る企業価値の最大化を目指す事業方針の達成を目的とした研究開発活動を行っております。 

(2)研究開発活動の体制  

当社の研究開発活動は、ソリューション開発部およびビジネス開発事業部が中心になり担当しておりますが、開

発案件ごとに必要に応じた組織横断的な研究開発体制をとることで、ネットワークにおける新技術の発掘、開発、

検証、応用等を行っております。  

(3)研究開発活動の成果 

研究開発活動の成果としましては、「２Ｄベクターエンジン」および「３Ｄエンジン」等に関する研究開発を進

めてきた結果、国内の各移動体通信事業者および海外向け携帯電話機等に標準搭載技術として採用されてまいりま

した。また、携帯電話機上で機能する高度な画像認識技術の研究・開発や、新たなネットワーク事業の創出にも積

極的に取り組んでまいりました。その結果、当中間連結会計期間における研究開発費は、その他事業セグメントの

活動を中心に2億3百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、本社の移転を行ないました。その主要な設備の状況については次のとおりでありま

す。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数欄の〔 〕書きは外数で、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人数であります。 

３．本社建物はすべて賃借中のものであり、設備の内容は以下のとおりであります。帳簿価額は建物附属設備 

について記載しております。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．賃借料は、年間の契約金額を記載しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等において完了したものは、次の

とおりであります。 

（除却） 

 当社において、前事業年度末に計画しておりました本社事務所の除却については、平成17年９月に完了いたしまし

た。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の追加計画はありません。  

提出会社    

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 
従業員数 
（名） 

建物 
工具器具 
及び備品 

合計 

本社 

（東京都港区） 
全社  本社事務所 37,179 116,800 153,979 107〔７〕 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
年間賃借料 
（単位：千円） 

本社 

（東京都港区） 
本社事務所 200,361 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成16年６月23日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的となる当社普通株式数は５株とします。ただし、(注)２．に定める株式の数の

調整を行った場合は、同様の調整を行うものとします。 

 ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使していない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 600,000 

計 600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 193,435 193,435 ジャスダック証券取引所 ― 

計 193,435 193,435 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 
 245 

  (注)１ 
同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
1,225 

  (注)２ 
同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
1,310,000 

  (注)３ 
同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月１日 

至 平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）  

発行価格     262,000   

  (注)３ 

資本組入額   131,000 

  (注)４ 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)５ 同左 

新株予約権の消却事由および条件   (注)６ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取

締役会の承認を要する。 
同左 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



  
３．新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に、(注)１.で定める新株予約権１個当たりの

目的となる株式数を乗じた金額とします。 

 なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行するとき、または自己株式を処分（新株予約権の

行使、改正前の商法に基づき発行された転換社債の転換および付与された株式の譲渡請求権の行使の場合を

除く。）するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるも

のとします。 

   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。  

４．資本組入額については、新株予約権の行使により発行する株式の１株当たり発行価格（行使価格）に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とします。 

５．(1）付与対象者が、自己都合により退職した場合には、その権利を喪失するものとします。ただし、会社 

  都合による退職の場合は、その権利および権利行使期間に変更はないものとします。 

(2）付与対象者が死亡した場合、当該権利の行使は相続人（１名に限る。）が行うものとします。この場 

  合にも当該事由発生後６ヶ月に限り付与された新株予約権を保有し権利行使ができるものとします。 

   なお、相続人が決まらない場合は、代表相続人を決定し、すみやかに届け出るものとします。 

(3）その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づいて、当社と対象者との間で締結された

  新株予約権割当契約に定めるところによるものとします。 

６．(1）新株予約権の割当を受けたものが、(注)５．に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなく 

なった場合に、その新株予約権を無償で消却することができるものとします。 

(2）当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交

換契約書もしくは株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することが

できるものとします。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

１株当たりの株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

  （注) ㈱バンダイは平成17年12月１日付にて、保有する当社株式135,000株を会社分割に伴い㈱バンダイナムコホール

ディングスに移管しております。これにより当社の主要株主は㈱バンダイから㈱バンダイナムコホールディン

グスへ異動しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日 

～平成17年９月30日 
― 193,435 ― 1,113,371 ― 806,821 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社バンダイ 東京都台東区駒形１丁目４番８号 135,000 69.79 

株式会社ドコモ・ドットコム 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 1,800 0.93 

株式会社角川ホールディングス 東京都千代田区富士見２丁目13番３号 1,500 0.77 

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番２号 1,500 0.77 

株式会社小学館プロダクション 東京都千代田区神田神保町２丁目30 1,500 0.77 

株式会社円谷プロダクション 東京都世田谷区八幡山１丁目10番１号 1,500 0.77 

東映株式会社 東京都中央区銀座３丁目２番17号 1,500 0.77 

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉２丁目10番５号 1,500 0.77 

日本テレビ音楽株式会社 
東京都千代田区二番町14 

日テレ麹町ビル南館８階 
1,500 0.77 

ボーダフォン株式会社 東京都港区愛宕２丁目５番１号 1,500 0.77 

計 ― 148,800 76.93 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  193,435 193,435 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 193,435 ― ― 

総株主の議決権 ― 193,435 ― 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 240,000 246,000 188,000 175,000 178,000 174,000 

最低（円） 141,000 155,000 163,000 162,000 143,000 152,000 

(1)退任役員    

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役  事業本部長  高橋 豊志  平成17年９月30日  

(2)役員の異動    

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 常務取締役 管理部門担当  常務取締役 管理本部長  竹内 誠一  平成17年10月１日 

 取締役 経営企画担当  取締役  事業本部副本部長 加藤 栄治  平成17年10月１日 

取締役  

事業部門担当 

兼 執行役員  

コンテンツ事業部部長  

取締役  事業本部副本部長 浅沼 誠  平成17年10月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書および中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）ならびに当中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、三興監査法人により中間監査を受

けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金     －     1,100,466     －   

２．売掛金     －     2,717,970     －   

３．有価証券     －     2,999,927     －   

４．たな卸資産     －     14,519     －   

５．繰延税金資産     －     111,360     －   

６．その他     －     122,934     －   

貸倒引当金     －     △36,670     －   

流動資産合計     － －   7,030,509 69.2   － － 

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物   －     43,624     －     

(2）工具器具及び備品   － －   128,316 171,941   － －   

２．無形固定資産     －    46,927    －  

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券   －     2,419,259     －     

(2）関係会社株式   －     279,180     －     

(3）その他   － －   212,038 2,910,478   － －   

固定資産合計     － －   3,129,347 30.8   － － 

資産合計     － －   10,159,857 100.0   － － 

           

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金     －     1,529,649     －   

２．未払金     －     512,131     －   

３．未払費用     －     176,810     －   

４．未払法人税等     －     419,474     －   

５．その他     －     59,702     －   

流動負債合計     － －   2,697,769 26.5   － － 

Ⅱ 固定負債            

  繰延税金負債     －     201,557     －   

固定負債合計     － －   201,557 2.0   － － 

負債合計     － －   2,899,326 28.5   － － 

           

（少数株主持分）                     

少数株主持分     － －   7,297 0.1   － － 

           

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     － －   1,113,371 11.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金     － －   806,860 7.9   － － 

Ⅲ 利益剰余金     － －   4,149,522 40.8   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    － －   1,183,477 11.7   － － 

資本合計     － －   7,253,232 71.4   － － 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    － －   10,159,857 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     － －   5,950,127 100.0   － － 

Ⅱ 売上原価     － －   3,464,444 58.2   － － 

売上総利益     － －   2,485,683 41.8   － － 

Ⅲ 販売費及び一般管理費                     

１．広告宣伝費   －     132,244     －     

２．回収代行手数料   －     434,726     －     

３．役員報酬   －     71,798     －     

４．給与手当   －     201,861     －     

５. 賞与   －     69,496     －     

６. 研究開発費   －     203,345     －     

７. 貸倒損失   －     2,832     －     

８. 貸倒引当金繰入額   －     36,670     －     

９. 減価償却費   －     30,218     －     

10. その他   － － － 440,720 1,623,915 27.3 － － － 

営業利益     － －   861,767 14.5   － － 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   －     713     －     

２．受取配当金   －     2,310     －     

３．その他   － － － 692 3,715 0.0 － － － 

Ⅴ 営業外費用                     

  支払利息     － －   233 0.0   － － 

経常利益     － －   865,250 14.5   － － 

Ⅵ 特別利益                     

１．投資有価証券売却益   －     97,149     －     

２．貸倒引当金戻入額   － － － 30,010 127,159 2.2 － － － 

Ⅶ 特別損失                     

１．減損損失（連結調整
勘定償却） 

※１ －     1,610,588     －     

２．その他   － － － 37,669 1,648,257 27.7 － － － 

税金等調整前中間
(当期）純損失 

    － －   655,847 △11.0   － － 

法人税、住民税及び
事業税 

  －     366,281     －     

法人税等調整額   － －   141,584 507,865 8.5 － －   

少数株主損失     － －   1,342 0.0   － － 

中間（当期）純損失     － －   1,162,370 △19.5   － － 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）         

Ⅰ 資本剰余金期首残高     －   806,860   － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高     －   806,860   － 

        

（利益剰余金の部）         

Ⅰ 利益剰余金期首残高     －   5,423,924   － 

Ⅱ 利益剰余金減少高               

１．配当金   －   58,030   －   

２．役員賞与   －   54,000   －   

３．中間(当期)純損失   － － 1,162,370 1,274,401 － － 

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）残高     －   4,149,522   － 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１.税金等調整前中間（当期）純損失   － △655,847 － 

２.減価償却費   － 64,131 － 

３.減損損失（連結調整勘定償却）   － 1,610,588 － 

４.貸倒引当金の増減額   － △36,756 － 

５.受取利息及び受取配当金   － △3,023 － 

６.支払利息   － 233 － 

７.固定資産除売却損益   － 31,739 － 

８.リース解約損   － 4,583 － 

９.投資有価証券評価損   － 1,345 － 

10.投資有価証券売却損益   － △97,149 － 

11.前渡金の増減額   － △29,885 － 

12.売上債権の増減額   － 213,975 － 

13.たな卸資産の増減額   － △3,813 － 

14.仕入債務の増減額   － △128,289 － 

15.未払金の増減額   － △35,173 － 

16.未払消費税等の増減額   － 22,903 － 

17.役員賞与の支払額   － △54,000 － 

18.その他   － 1,049 － 

小計   － 906,612 － 

19.利息及び配当金の受取額   － 3,176 － 

20.利息の支払額   － △233 － 

21.法人税等の支払額   － △1,184,393 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   － △274,837 － 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

１.有形固定資産の取得による支出   － △44,740 － 

２.無形固定資産の取得による支出   － △15,430 － 

３.リースの解約による支出   － △4,583 － 

４.保証金等の差入による支出    － △132,422 － 

５.投資有価証券の取得による支出   － △112,500 － 

６.投資有価証券の売却による収入   － 97,650 － 

７.連結の範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による支出  

  － △1,780,798 － 

８.貸付金の回収による収入   － 60,020 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   － △1,932,804 － 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１.長期借入金の返済による支出   － △72,230 － 

２.配当金の支払額   － △58,030 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   － △130,260 － 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  
 (減少額：△） 

  － △2,337,903 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   － 6,384,295 － 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高 

※１ － 4,046,392 － 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 ―――――――――  連結子会社 

連結の範囲に含められている

会社は㈱ＶＩＢＥのみでありま

す。 

――――――――― 

２．持分法の適用に関する事項 ――――――――― 持分法を適用していない関連会社 

㈱スパイスレコーズ等の関連

会社(３社)はそれぞれ中間連結

純損益および利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体として重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

――――――――― 

３．連結子会社の中間決算日等

に関する事項 

――――――――― 連結子会社のうち、中間決算日が

９月30日の会社 

㈱ＶＩＢＥ 

――――――――― 

４．会計処理基準に関する事項 ――――――――― (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 ② たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ３～18年 

工具器具及び備品 ２～15年 

  ② 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（２年）に基づ

く定額法によっております。 

――――――――― 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 

  (4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準  

  外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 

  (5)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められているもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

  (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等および仮

受消費税等は相殺のうえ流動

負債の「その他」に含めて表

示しております。 

 ② 退職金について 

当社は、従業員に対する退職

金相当額を毎年度の給与に上

乗せして支給しており、退職

金制度はありません。 

 ③ 利益処分方式による特別償却

準備金の取扱い 

中間連結会計期間に係る納付

税額および法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している利益処分による

特別償却準備金の取崩しを前

提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算しており

ます。 

 

５．中間連結キャッシュ・フ 

ロー計算書における資金

の範囲 

――――――――― 手許現金、要求払預金および取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。 

――――――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係）  

（中間連結損益計算書関係）  

前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

      ――――――――― ※１. 有形固定資産の減価償却累計額  

479,846千円 

      ――――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      ――――――――― ※１．減損損失       ――――――――― 

 当社グループでは、減損の兆候を把握

するのに当たり、重要な遊休資産、処分

予定資産および賃貸用資産を除き、各ビ

ジネスユニットを基準とした管理会計上

の区分に従ってグルーピングを行ってお

ります。 

 財務の健全性を維持するため、当中間

連結会計期間において、以下の無形固定

資産について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。 

回収可能価額の算定にあたっては、使

用価値を零として減損損失を測定してお

ります。 

場所  種類 減損損失  

 ㈱ＶＩＢＥ  連結調整勘定 1,610,588千円 

 合計   1,610,588千円 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

――――――――― ※１. 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

 中間連結貸借対照表に掲記されている 

 科目の金額との関係 

――――――――― 

 現金及び預金勘定 1,100,466千円 

有価証券 2,999,927千円 

  計 4,100,394千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△54,001千円 

現金及び現金同等物 4,046,392千円 

 

  ２. 株式の取得により新たに連結子会社と 

なった会社の資産および負債の主な内

訳 

    株式の取得により新たに㈱ＶＩＢＥ

を連結したことに伴う連結開始時の資

産および負債の内訳ならびに同社株式

の取得価額と取得のための支出(純額)

との関係は次のとおりであります。 

 

 流動資産 596,636千円 

固定資産 92,530千円 

連結調整勘定 1,610,588千円 

流動負債 △252,208千円 

固定負債 △38,906千円 

少数株主持分 △8,639千円 

同社株式の取得価額 2,000,000千円 

同社の現金及び現金

同等物 
△219,201千円 

差引：同社取得のた

めの支出 
1,780,798千円 

 



（リース取引関係）  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

――――――――― リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

――――――――― 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  取得価額相

当額 

   (千円) 

減価償却累

計額相当額

   (千円) 

中間期末残 

高相当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 19,564 11,545 8,018

(無形固定資産) 

ソフトウェア 21,821 16,068 5,753

合計 41,385 27,613 13,772

 

  (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

 

 １年以内 9,133千円

１年超 4,638千円

   合計 13,772千円

 

  (注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

 

 支払リース料 12,774千円

減価償却費相当額 12,774千円

 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額 

 を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係）  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．時価のある有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式等については、下記の基準に基づいて減損処理を行っております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの……回復可能性がないと判断した銘柄 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券の非上場株式については、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損

を1,345千円計上しております。 

（デリバティブ取引関係）  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

区分 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券       

株式 225,670 2,231,565 2,005,894 

計 225,670 2,231,565 2,005,894 

区分 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 499,927 

関連会社株式   

非上場株式 279,180 

その他有価証券   

非上場株式 187,694 

合同金銭信託 2,500,000 

計 3,466,801 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】  

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業の主な製品 

     (1) モバイルコンテンツ事業 ・・・ 携帯電話機向けコンテンツ配信等 

     (2) その他事業       ・・・ 携帯電話機向けソリューション提供、ネット通販等 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間186,111千円

     であります。その主なものは、当社の経営企画部門等に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

 
モバイル 

コンテンツ事業 
その他事業 計 消去又は全社 連結 

 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 4,418,855 1,531,271 5,950,127 － 5,950,127 

(2)セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 
1,043 － 1,043 △1,043 － 

計 4,419,899 1,531,271 5,951,170 △1,043 5,950,127 

営業費用 3,387,993 1,515,698 4,903,691 184,667 5,088,359 

営業利益 1,031,905 15,573 1,047,478 △185,711 861,767 



（１株当たり情報）  

（重要な後発事象）  

 該当事項はありません。 

(2）【その他】  

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 ――――――――― 37,497円00銭 ――――――――― 

１株当たり中間(当

期)純利益 
 △6,009円10銭  

潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純

利益 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益

につきましては、潜在株式は存在する

ものの１株当たり中間純損失のため記

載しておりません。 

 

      

   １株当たり中間純利益の算定上の基礎  

   中間連結損益計算書上の中間純利

益 

△1,162,370千円

 

   普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

－千円

普通株式に係る中間純利益 

△1,162,370千円

 

   普通株式の期中平均株式数 

193,435株

 

      

   潜在株式調整後１株当たり中間純利益

の算定上の基礎 

中間純利益調整額  －千円 

普通株式増加数      －株 

   

 

      

  希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

なお、これらの概要は「第４提出会社

の状況、１．株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権 245個 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   1,376,134     960,061     3,384,394     

２．受取手形   2,975     －     －     

３．売掛金   2,259,585     2,478,497     2,658,808     

４．有価証券   3,999,870     2,999,927     2,999,901     

５．たな卸資産   23,882     14,358     7,515     

６．繰延税金資産   118,660     111,360     212,042     

７．その他   107,166     110,160     108,534     

  貸倒引当金   △34,358     △33,107     △59,764     

流動資産合計     7,853,918 65.7   6,641,258 65.8   9,311,433 74.2 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1) 建物   23,118     37,179     23,938     

(2) 工具器具及び備品   112,084     116,800     105,450     

有形固定資産合計   135,203     153,979     129,389     

２．無形固定資産   51,733     28,400     40,659     

３．投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   3,824,339     2,419,259     2,827,270     

(2) 関係会社株式   －     668,591     179,180     

(3) その他   97,972     181,952     69,938     

  貸倒引当金   －     －     △10,030     

投資その他の資産 
合計 

  3,922,311     3,269,803     3,066,358     

固定資産合計     4,109,248 34.3   3,452,183 34.2   3,236,408 25.8 

資産合計     11,963,167 100.0   10,093,442 100.0   12,547,841 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   10,657     －     4,200     

２．買掛金   1,350,609     1,457,536     1,546,057     

３．未払金   388,783     476,611     445,722     

４．未払法人税等   770,557     417,557     1,197,466     

５．未払消費税等   －     29,743     1,358     

６．その他   157,525     196,715     183,753     

流動負債合計     2,678,133 22.4   2,578,164 25.5   3,378,558 26.9 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債   10,800     －     －     

２．繰延税金負債   870,926     201,557     394,636     

固定負債合計     881,726 7.4   201,557 2.0   394,636 3.2 

負債合計     3,559,860 29.8   2,779,721 27.5   3,773,195 30.1 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,111,472 9.3   1,113,371 11.1   1,113,371 8.9 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   804,922     806,821     806,821     

２．その他資本剰余金   －     38     38     

資本剰余金合計     804,922 6.7   806,860 8.0   806,860 6.4 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   7,670     7,670     7,670     

２．任意積立金   3,123,294     4,117,471     3,123,294     

３．中間（当期）未処分
利益 

  1,319,887     84,869     2,292,959     

利益剰余金合計     4,450,852 37.2   4,210,010 41.7   5,423,924 43.2 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    2,036,809 17.0   1,183,477 11.7   1,430,490 11.4 

Ⅴ 自己株式     △749 △0.0   － －   － － 

資本合計     8,403,307 70.2   7,313,720 72.5   8,774,646 69.9 

負債資本合計     11,963,167 100.0   10,093,442 100.0   12,547,841 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,715,971 100.0   5,463,688 100.0   10,136,395 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,607,270 55.3   3,232,964 59.2   5,617,565 55.4 

売上総利益     2,108,701 44.7   2,230,724 40.8   4,518,830 44.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,381,146 29.3   1,374,310 25.1   2,823,762 27.9 

営業利益     727,554 15.4   856,413 15.7   1,695,067 16.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,630 0.1   3,609 0.0   6,322 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   81 0.0   － －   30,833 0.3 

経常利益     730,104 15.5   860,023 15.7   1,670,556 16.5 

Ⅵ 特別利益 ※３   1,042,849 22.1   127,159 2.4   1,863,559 18.4 

Ⅶ 特別損失 ※４   407,874 8.7   1,643,673 30.1   413,375 4.1 

税引前中間(当期)純利益又
は純損失(△） 

    1,365,079 28.9   △656,490 △12.0   3,120,740 30.8 

法人税、住民税及び事業税   756,963     366,137     1,629,754     

法人税等調整額   △198,403 558,559 11.8 79,255 445,392 8.2 △346,734 1,283,020 12.7 

中間（当期）純利益又は純
損失(△） 

    806,519 17.1   △1,101,882 △20.2   1,837,719 18.1 

前期繰越利益     513,367     1,186,752     513,367   

自己株式消却額     －     －     440   

中間配当額     －     －     57,688   

中間（当期）未処分利益     1,319,887     84,869     2,292,959   

          



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１．税引前中間（当期）純利益   1,365,079 － 3,120,740 

２．減価償却費   61,447 － 126,914 

３．営業権償却   392,850 － 392,850 

４．貸倒引当金の増減額   △4,328 － 31,108 

５．受取利息及び受取配当金   △2,360 － △4,688 

６．支払利息   81 － 117 

７．固定資産除売却損益   10,624 － 13,067 

８．投資有価証券評価損   4,400 － 7,458 

９．投資有価証券売却損益   △1,042,849 － △1,863,559 

10．前渡金の増減額   2,333 － △4,386 

11．売上債権の増減額   169,515 － △226,731 

12．たな卸資産の増減額   △10,528 － 5,839 

13．仕入債務の増減額   △109,824 － 79,166 

14．未払金の増減額   39,676 － 92,434 

15．未払消費税等の増減額   △23,645 － △22,286 

16．役員賞与の支払額   △50,000 － △50,000 

17．その他   97,077 － 150,256 

小計   899,549 － 1,848,298 

18．利息及び配当金の受取額   2,184 － 4,636 

19．利息の支払額   － － △162 

20．法人税等の支払額   △425,633 － △885,401 

営業活動によるキャッシュ・フロー   476,100 － 967,372 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１．有形固定資産の取得による支出   △56,542 － △90,061 

２．無形固定資産の取得による支出   △39,936 － △52,916 

３．投資有価証券の取得による支出   △305,000 － △520,580 

４．投資有価証券の売却による収入   1,076,529 － 1,899,989 

５．営業権の取得による支出   △392,850 － △392,850 

６．貸付けによる支出   △80,000 － △80,000 

７．貸付金の回収による収入   － － 19,980 

投資活動によるキャッシュ・フロー   202,201 － 783,561 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１．社債の償還による支出   － － △10,800 

２．株式の発行による収入   － － 3,799 

３．自己株式の売却による収入   － － 347 

４．配当金の支払額   △57,688 － △115,376 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △57,688 － △122,029 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   620,613 － 1,628,904 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   4,755,391 － 4,755,391 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
※１ 5,376,004 － 6,384,295 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  ――――――――― 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ３～18年 

工具器具及び備品 ２～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（２年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権について貸倒

実績率により、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 ――――――――― リース物件の所有権が借主に移転

すると認められているもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

――――――――― 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．中間キャッシュ・フロー計算

書（キャッシュ・フロー計算

書）における資金の範囲 

手許現金、要求払預金および取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。 

――──────―― 手許現金、要求払預金および取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。 

７．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等および仮

受消費税等は相殺のうえ流動

資産の「その他」に含めて表

示しております。 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等および仮

受消費税等は相殺のうえ流動

負債の「未払消費税等」とし

て表示しております。 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

――──────―― 

  (2）退職金について 

当社は、従業員に対する退職

金相当額を毎年度の給与に上

乗せして支給しており、退職

金制度はありません。 

(2）退職金について 

同左 

(2）退職金について 

同左 

  (3）利益処分方式による特別償却

準備金の取扱い 

中間会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、当

事業年度において予定してい

る利益処分による特別償却準

備金の取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額を

計算しております。 

(3）利益処分方式による特別償却

準備金の取扱い 

同左 

(3) ―――――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))お

よび「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事

業年度に係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間から同会

計基準および同適用指針を適用しておりま

す。 

 なお、これによる損益に与える影響はあり

ません。 

――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))お

よび「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事

業年度に係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から同会計基

準および同適用指針を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はあり

ません。 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15

年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13

日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割および資本

割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

――――――――― 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15

年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割および資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が12,631

千円増加し、営業利益、経常利益および税引

前中間純利益が、12,631千円減少しておりま

す。 

  この結果、販売費及び一般管理費が26,516

千円増加し、営業利益、経常利益および税引

前当期純利益が、26,516千円減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

379,230千円 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

413,810千円 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

395,150千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 788千円

有価証券利息 471千円

受取配当金 1,100千円

為替差益 106千円

受取利息 259千円

有価証券利息 437千円

受取配当金 2,310千円

為替差益 131千円

受取利息 1,621千円

有価証券利息 1,252千円

受取配当金 1,815千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．   ――――――――― ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 81千円  支払利息 117千円

貸倒引当金繰入額 30,010千円

為替差損 706千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３. 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 1,042,849千円 投資有価証券売却益 97,149千円

貸倒引当金戻入額 30,010千円

投資有価証券売却益 1,863,559千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 10,624千円

投資有価証券評価損 4,400千円

営業権償却 392,850千円

固定資産除却損 31,739千円

投資有価証券評価損 1,345千円

子会社株式評価損 1,610,588千円

固定資産除却損 13,067千円

投資有価証券評価損 7,458千円

営業権償却 392,850千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 30,815千円

無形固定資産 30,631千円

有形固定資産 35,646千円

無形固定資産 15,859千円

有形固定資産 76,615千円

無形固定資産 50,299千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１. 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

     ――――――――― ※１. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び預金勘定 1,376,134千円

有価証券 3,999,870千円

現金及び現金同等物 5,376,004千円

 現金及び預金勘定 3,384,394千円

有価証券 2,999,901千円

現金及び現金同等物 6,384,295千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当社はリース取引を全く利用しておりません

ので、該当事項はありません。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

当社はリース取引を全く利用しておりません

ので、該当事項はありません。 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  取得価額相 

当額 

   (千円) 

減価償却累 

計額相当額 

   (千円) 

中間期末 

残高相当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 3,355 559 2,796

合計 3,355 559 2,796

 

  (2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

 

 １年以内 1,118千円

１年超 1,677千円

   合計 2,796千円

 

 （注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

 

 支払リース料 559千円

減価償却費相当額 559千円

 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額 

 を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

１．時価のある有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式等については、下記の基準に基づいて減損処理を行っております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの……回復可能性がないと判断した銘柄 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券については、当中間会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損を4,400千円計上 

     しております。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

区分 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券       

株式 33,420 3,485,640 3,452,219 

計 33,420 3,485,640 3,452,219 

区分 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場債券 1,499,996 

コマーシャルペーパー 2,499,873 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 338,699 

計 4,338,569 



前事業年度末（平成17年３月31日） 

１．時価のある有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式等については、下記の基準に基づいて減損処理を行っております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの……回復可能性がないと判断した銘柄 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 （注）その他有価証券については、当会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損を7,458千円計上 

    しております。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

区分 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券       

株式 225,670 2,650,230 2,424,560 

計 225,670 2,650,230 2,424,560 

区分 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場債券 499,998 

コマーシャルペーパー 2,499,903 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 356,220 

計 3,356,122 



（１株当たり情報） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 218,502円28銭 ――――――――― 45,083円08銭

１株当たり中間（当  

 期）純利益 
20,971円07銭        9,257円72銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間（当期） 

純利益 

 

20,847円75銭

  

9,221円98銭

       

  １株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 １株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

  中間損益計算書上の中間純利益 

806,519千円

 損益計算書上の当期純利益 

1,837,719千円

  普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

－千円

普通株式に係る中間純利益 

806,519千円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

普通株式に係る当期純利益 

1,783,719千円

役員賞与 54,000千円 

  普通株式の期中平均株式数 

38,458.67株

 普通株式の期中平均株数 

192,673.56株

       

  潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定上の基礎 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定上の基礎 

  中間純利益調整額 －千円 

普通株式増加数  227.48株 

（うち新株引受権） （227.48株）

 当期純利益調整額 －千円 

普通株式増加数 746.78株 

(うち新株引受権) （746.78株）

       

  希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

なお、これらの概要は「第４提出会

社の状況、１．株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載のとお

りであります 

新株予約権 245個 

 希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

なお、これらの概要は「第４提出会

社の状況、１．株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 

新株予約権 245個 

       

  ―――――――――  当社は、平成16年11月15日付で株式

１株につき５株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

   １株当たり純資産額 34,992円37銭

１株当たり当期純利益 5,518円53銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

5,453円85銭



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．株式売却に係る重要な事象 

当社が保有する投資有価証券の一部売却を

実施しております。その概要は以下のとお

りであります。 

(1）発生年月 

平成16年10月29日 

(2）内容 

平成17年３月期の特別利益として、投資

有価証券売却益を計上する予定でありま

す。 

２．株式分割 

平成16年８月２日開催の取締役会の決議に

基づき、株式の分割を実施しております。

その概要は以下のとおりであります。 

(1) 分割の方法 

平成16年９月30日最終の株主名簿および

実質株主名簿に記載または記録された株

主の所有株式数を、普通株式１株につき

５株の割合をもって分割する。 

(2) 分割により増加する株式の種類および数 

普通株式  153,838.64株 

(3) 株式分割の効力発生日 

平成16年11月15日 

(4) 新株の配当起算日 

平成16年10月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定し

た場合における（１株当たり情報）の各数

値はそれぞれ以下のとおりであります。 

当社が保有する有価証券の一部の売却 

売却益 820百万円 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

43,700円45銭 34,992円37銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

4,194円21銭 5,518円53銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

4,169円52銭 5,453円81銭 

―――――――――  株式取得による会社の買収 

平成17年３月16日開催の取締役会の決議

に基づき、平成17年４月１日に株式会社

ＶＩＢＥの株式を取得いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。 

(1）目的 

モバイルおよびＷｅｂコンテンツ事業

の業績拡大と事業基盤拡充のため。 

(2）株式取得の相手会社の名称 

アット・ジャパン・メディア・エルエ

ルシー 

(3）当該会社の概要 

①商号      株式会社ＶＩＢＥ 

②事業内容    インタラクティ

ブ・メディアを利

用した音楽コンテ

ンツの提供 

③資本金     3億52百万円(平成

16年３月期末現在) 

④売上高       10億90百万円(平成

16年３月期) 

⑤経常利益      1億7百万円(平成16

年３月期) 

(4）取得株式の数、取得価額および取得後

の持分比率 

①株式数     普通株式 2,524株 

②取得価額         20億円 

③持分比率                97.8% 

(5）資金調達の方法 

自己資金の充当 

(6）その他の内容 

同社は平成17年４月１日より当社の連

結子会社となります。 



(2）【その他】 

平成17年11月８日開催の取締役会において、第６期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   ①中間配当による配当金の総額           58,030,500円 

   ②１株当たりの金額             普通配当  300円 

   ③支払請求の効力発生日および支払開始日   平成17年12月14日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第５期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月22日関東財務局長に提出。

(2）臨時報告書 

 平成17年８月８日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（財政状態および経営成績に著しい影響を

与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

 平成17年９月29日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

 平成17年12月１日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号および４号（親会社および主要株主の異動）の規定に基

づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月21日

バンダイネットワークス株式会社   

 取締役会 御中  

 三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
  樋口 計夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イネットワークス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、バンダイネットワークス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月15日

バンダイネットワークス株式会社   

 取締役会 御中  

 三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
  樋口 計夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イネットワークス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、バンダイネットワークス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月21日

バンダイネットワークス株式会社   

 取締役会 御中  

 三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
  樋口 計夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イネットワークス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、バンダイネットワークス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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